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第１章§２

13 

面等に指定確認検査機関が付与した識別番号を表示19することとされていた。 

デジタル手続法改正により、書面等の提出は「対面により本人確認をするべき事情」又は

「原本を確認する必要」がある場合に限定20された。 

建築確認申請においてはこれらに該当する場合がないため、事実上、書面等の混在提出は廃

止となる(第１章§３－２「電子ファイルと書面等の混在」参照)。 

５．その他 

電子申請に係る秘密保持（不正アクセス防止、電磁的記録の改ざん防止等）のため、厳格な

セキュリティ対策を講じることが指定確認検査機関に求められている21。その対応方法とし

て、平成26年通知では「ISO/IEC27001に定める情報セキュリティマネジメントシステムに準拠

した体制を構築」が例示されていたことから、多くの指定確認検査機関がこれに従って体制を

構築してきた。 

令和３年通知でこの例示が削除されたことに伴い、厳格なセキュリティ対策の講じ方は指定

確認検査機関の判断に委ねられることが明確となった。 

19 令和元年 12 月改正以前の告示第１条第３項
20 デジタル手続法第６条第６項及び主務省令第６条第１項第各号
21 令和３年通知「３．電子申請に係る秘密の保持について」
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